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◎
温
室
効
果
ガ
ス
算
定
排
出
量
等
の
報
告
等
に
関
す
る
命
令
（
平
成
十
八
年
内
閣
府
・
総
務
省
・
法
務
省
・
外
務
省
・
財
務
省
・
文
部
科
学
省
・
厚
生
労
働
省
・
農
林
水
産
省
・

経
済
産
業
省
・
国
土
交
通
省
・
環
境
省
令
第
二
号
）

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

（
様
式
第
一
第
五
表
の
三
の
み
平
成
二
十
六
年
四
月
一
日
よ
り
施
行
）

改

正

案

現

行

（
用
語
）

（
用
語
）

第
一
条

（
略
）

第
一
条

（
略
）

一
～
三

（
略
）

一
～
三

（
略
）

四

「
調
整
後
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
」
と
は
、
特
定
排
出
者
が
事
業
活
動
に
伴

四

「
調
整
後
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
」
と
は
、
特
定
排
出
者
が
事
業
活
動
に
伴

い
排
出
し
た
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
量
を
、
京
都
議
定
書
第
三
条
の
規
定
に
基

い
排
出
し
た
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
量
を
、
京
都
議
定
書
第
三
条
の
規
定
に
基

づ
く
約
束
を
履
行
す
る
た
め
に
特
定
排
出
者
が
自
主
的
に
取
得
し
国
の
管
理
口

づ
く
約
束
を
履
行
す
る
た
め
に
特
定
排
出
者
が
自
主
的
に
取
得
し
国
の
管
理
口

座
へ
移
転
し
た
算
定
割
当
量
、
特
定
排
出
者
が
取
得
等
を
し
た
国
内
認
証
排
出

座
へ
移
転
し
た
算
定
割
当
量
、
特
定
排
出
者
が
取
得
等
を
し
た
国
内
認
証
排
出

削
減
量
及
び
海
外
認
証
排
出
削
減
量
等
を
勘
案
し
て
、
環
境
大
臣
及
び
経
済
産

削
減
量
等
を
勘
案
し
て
、
環
境
大
臣
及
び
経
済
産
業
大
臣
が
定
め
る
方
法
に
よ

業
大
臣
が
定
め
る
方
法
に
よ
り
調
整
し
て
得
た
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
量
を
い

り
調
整
し
て
得
た
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
量
を
い
う
。

う
。

五

（
略
）

五

（
略
）

六

「
海
外
認
証
排
出
削
減
量
」
と
は
、
海
外
に
お
け
る
他
の
者
の
温
室
効
果
ガ

（
新
規
）

ス
の
排
出
の
抑
制
等
に
寄
与
す
る
各
種
の
取
組
に
よ
り
削
減
等
が
さ
れ
た
二
酸

化
炭
素
の
量
と
し
て
、
環
境
大
臣
及
び
経
済
産
業
大
臣
が
定
め
る
も
の
を
い
う

。

（
報
告
の
方
法
等
）

（
報
告
の
方
法
等
）

第
四
条

（
略
）

第
四
条

（
略
）

２

特
定
事
業
所
排
出
者
が
行
う
法
第
二
十
一
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
報
告

２

特
定
事
業
所
排
出
者
が
行
う
法
第
二
十
一
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
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に
係
る
同
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
（
特
定
事
業
所
に
係
る
同
項
の
規
定
に

に
係
る
同
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
（
特
定
事
業
所
に
係
る
同
項
の
規
定
に

よ
る
報
告
に
係
る
同
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
を
除
く
。
）
は
、
次
の
各
号

よ
る
報
告
に
係
る
同
項
の
主
務
省
令
で
定
め
る
事
項
を
除
く
。
）
は
、
次
の
各
号

に
掲
げ
る
事
項
（
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
当
該
特
定
事
業
所
排
出
者

に
掲
げ
る
事
項
（
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
当
該
特
定
事
業
所
排
出
者

が
令
第
五
条
第
六
号
か
ら
第
十
一
号
ま
で
に
掲
げ
る
者
の
い
ず
れ
か
で
あ
る
場
合

が
令
第
五
条
第
六
号
か
ら
第
十
一
号
ま
で
に
掲
げ
る
者
の
い
ず
れ
か
で
あ
る
場
合

に
限
り
、
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
当
該
特
定
事
業
所
排
出
者
が
同
条

に
限
り
、
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
当
該
特
定
事
業
所
排
出
者
が
同
条

第
一
号
に
掲
げ
る
者
で
あ
る
場
合
に
限
り
、
第
五
号
か
ら
第
十
号
ま
で
に
掲
げ
る

第
一
号
に
掲
げ
る
者
で
あ
る
場
合
に
限
り
、
第
五
号
か
ら
第
十
号
ま
で
に
掲
げ
る

事
項
に
つ
い
て
は
そ
れ
ぞ
れ
当
該
特
定
事
業
所
排
出
者
が
同
条
第
六
号
か
ら
第
十

事
項
に
つ
い
て
は
そ
れ
ぞ
れ
当
該
特
定
事
業
所
排
出
者
が
同
条
第
六
号
か
ら
第
十

一
号
ま
で
に
掲
げ
る
者
で
あ
る
場
合
に
限
り
、
第
十
二
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い

一
号
ま
で
に
掲
げ
る
者
で
あ
る
場
合
に
限
り
、
第
十
二
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い

て
は
当
該
特
定
事
業
所
排
出
者
が
算
定
割
当
量
、
国
内
認
証
排
出
削
減
量
又
は
海

て
は
当
該
特
定
事
業
所
排
出
者
が
算
定
割
当
量
又
は
国
内
認
証
排
出
削
減
量
を
用

外
認
証
排
出
削
減
量
を
用
い
て
調
整
後
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
を
算
定
し
た
場
合

い
て
調
整
後
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
を
算
定
し
た
場
合
に
限
る
。
）
と
す
る
。

に
限
る
。
）
と
す
る
。

一
～
十
一

（
略
）

一
～
十
一

（
略
）

十
二

算
定
割
当
量
の
合
計
量
、
国
内
認
証
排
出
削
減
量
の
種
別
ご
と
の
合
計
量

十
二

算
定
割
当
量
の
合
計
量
及
び
国
内
認
証
排
出
削
減
量
の
種
別
ご
と
の
合
計

及
び
海
外
認
証
排
出
削
減
量
の
種
別
ご
と
の
合
計
量

量

３
～
８

（
略
）

３
～
８

（
略
）
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第５表の１ 調整後温室効果ガス排出量の算定に用いた京都メカニズムクレジットの量、国
内認証排出削減量及び海外認証排出削減量の量

種 別 合 計 量

１．京都メカニズムクレジット t-CO2

２． t-CO2

３． t-CO2

４． t-CO2

備考 １ 本表の１．の欄には、調整後温室効果ガス排出量の算定に用いた京都メカニズムク
レジット（法第２条第６項に規定する算定割当量をいう。以下同じ。）の合計量を記
載すること。併せて、第５表の２に、本欄に記載した京都メカニズムクレジットに係
る情報を記載すること。

２ 本表の２．以降の欄には、環境大臣及び経済産業大臣が定める国内認証排出削減量
の種別ごとの合計量並びに環境大臣及び経済産業大臣が定める海外認証排出削減量の
種別ごとの合計量を記載すること。併せて、第５表の３に、本欄に記載した国内認証
排出削減量に係る情報を、第５表の４に、本欄に記載した海外認証排出削減量に係る
情報を記載すること。

第５表の１ 調整後温室効果ガス排出量の算定に用いた京都メカニズムクレジットの量及び
国内認証排出削減量の量

種 別 合 計 量

１．京都メカニズムクレジット t-CO2

２． t-CO2

３． t-CO2

４． t-CO2

備考 １ 本表の１．の欄には、調整後温室効果ガス排出量の算定に用いた京都メカニズムク
レジット（法第２条第６項に規定する算定割当量をいう。以下同じ。）の合計量を記
載すること。また、併せて、第５表の２に、本欄に記載した京都メカニズムクレジッ
トに係る情報を記載すること。

２ 本表の２．以降の欄には、環境大臣及び経済産業大臣が定める国内認証排出削減量
の種別ごとの合計量を記載すること。また、併せて、第５表の３に、本欄に記載した
国内認証排出削減量に係る情報を、その種別ごとに記載すること。
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第５表の３ 国内認証排出削減量に係る情報

削減量の種別

識別番号 対象企業名 無効化日又 無効化量

（特定排出者コー は 又は

ド） 移転日 移転量

t-CO2

t-CO2

t-CO2

t-CO2

合 計 量 t-CO2

備考 １ 本表は、国内認証排出削減量の種別ごとに記載すること。
２ 算定に用いた国内認証排出削減量の種別が二以上になる場合には、表の追加を行うこと。
３ 国内認証排出削減量は、無効化日又は移転日ごとに記載すること。
４ 無効化日又は移転日の欄には、排出量調整無効化を行った日付又は登録簿上に記載された移
転の日付を記載すること。

５ 無効化量は正の値、移転量は負の値で記載すること。
６ 本表に記載した全ての国内認証排出削減量について、特定排出者が無効化又は移転を行った
ことを確認できる資料を添付すること。

第５表の３ 国内認証排出削減量に係る情報

削減量の種別

識別番号 対象企業名 償却日 償却量

（特定排出者コー

ド）

t-CO2

t-CO2

t-CO2

t-CO2

合 計 量 t-CO2

備考 １ 本表は、国内認証排出削減量の種別ごとに記載すること。
２ 算定に用いた国内認証排出削減量の種別が二以上になる場合には、表の追加を行うこと。
（新規）
３ 償却日の欄には、環境大臣及び経済産業大臣が定めるところにより、当該日付を記載するこ
と。

（新規）
４ 本表に記載したすべての国内認証排出削減量について、特定排出者が償却を行ったことを確

認できる資料を添付すること。
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（
新
規
）

第５表の４ 海外認証排出削減量に係る情報

削減量の種別

識別番号 対象企業名 無効化日 無効化量

（特定排出者コー

ド）

t-CO2

t-CO2

t-CO2

t-CO2

合 計 量 t-CO2

備考 １ 本表は、海外認証排出削減量の種別ごとに記載すること。
２ 算定に用いた海外認証排出削減量の種別が二以上になる場合には、表の追加を行うこと。
３ 無効化日の欄には、排出量調整無効化を行った日付を記載すること。
４ 本表に記載した全ての海外認証排出削減量について、特定排出者が無効化を行ったことを
確認できる資料を添付すること。


